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研究の概要 
デモクラシーにおいては、制度構築および政策形成には、政治システムの構成員である市民の 

ニーズを反映させる事が必須です。具体的にどのような条件の下では市民にかかる負担をも推 

定し可能な選択肢を示して、市民の熟慮もしくは市民の他者との熟議を通した上で、市民の 

ニーズを測定する必要があります。本研究では熟議と熟慮を比較して、その効果を検証します。 
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１．研究開始当初の背景 
デモクラシーにおいては、制度構築および

政策形成には、政治システムの構成員である
市民のニーズを反映させる事が必須です。し
かし、漠然と市民のニーズを世論調査で聞い
ただけでは、意味ある形で市民のニーズを反
映する制度や政策を作ることはできません。
近年、注目されている熟議民主主義理論に基
づく討議型世論調査（PD）もその効果を客観
的なデータで十分に検証できているとは言
えません。さらなる実証的検証が必要です。 
２．研究の目的 
 本研究は、日本社会における市民のニー

ズを探る際に、世論調査の回答者となる市民
に、熟慮したうえで回答してもらう熟慮型の
世論調査として、CASI世論調査（タブレット
型 PC を用いて無作為抽出した対象者に行う
世論調査）を実施し、市民同士が討議するこ
とを通して熟議をした上で、調査を行うミ
ニ・パブリックス（MP: mini-publics）を実
施し、真の市民のニーズを政策形成や制度構
築に反映する方法を探ります。 
３．研究の方法 
 CASI世論調査では画面を見ながら回答者
が熟慮してから世論調査の質問項目に答え
ます。MPでは市民同士の討議を通して熟議し
た後に世論調査に答えます。1人で熟慮した
回答と、他者と熟議した上での回答とを比較
して、どれだけの差が出るかを検証して、市
民のニーズを制度構築と政策形成に反映さ
せるよりよい方法を模索します。 

４．これまでの成果 
 平成 25 年度は本研究全体の設計のために
理論的考察を主に行ないました。市民のニー
ズを制度構築と政策形成に反映しうる世論
調査としてミニ・パブリックス(MP)の基礎と
なっている現代政治理論の研究を進めたわ
けです。8 月から平成 26年 1 月までに本研究
チーム内で熟議民主主義と MP に関する研究
会を 7回開催し、注目を浴びている現代政治
理論の研究者を 3 名招聘しました。6 月にメ
リッサ・ウイリアムズ教授（トロント大学）、
10 月にジョン・キーン教授（シドニー大学）、
平成 26年 2 月に田村哲樹教授（名古屋大学）
をお呼びしてセミナーを開催して、熟議によ
る世論調査（MP）の基礎を提供する熟議民主
主義の意味を検討しました。 
 研究代表者を中心とするチームが従来か
ら実施してきた世論調査も、市民のニーズを
いかに反映させるかという視点から検討し
直しました。特に、調査対象者に提示して資
料を提示し熟議・熟慮を喚起するために、原
子力発電の是非に関する資料作りを開始し
ました。 
 平成 26年度には、Web式全国世論調査を実
施しデータを分析した結果、原子力問題に関
しては、全国の回答者の意見が固まっており、
熟慮を経ても態度変化が顕著に見られなか
ったので、熟議・熟慮を促す調査で対象とす
る政策課題として、「原子力・エネルギー政
策」だけでなく、「外国人労働者受け入れ政
策」をも取り上げることにしました。 
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 集中的な議論を経て、熟議・熟慮のテーマ
としては「外国人労働者受け入れ政策」に絞
ることにし、このテーマに関しても調査対象
者に提示する資料作成に入り、ほぼ完成まで
こぎ着けました。 
このテーマで MPおよび CASI調査を実施す

る場合、全国を対象にすると、全く外国人労
働者と接したことがない人々が住む地域も
多く含み、必ずしも経験に基づいた熟慮や熟
議が可能でないと判断しました。従いまして、
全国調査を実施するよりも、外国人労働者が
多く居住する特徴のある静岡県か群馬県で
CASI調査と MPを実施することにしました。 
 平成 27 年度には、静岡県に絞って、CASI
調査と MP を実施することにしました。静岡
は、伊豆、駿河、遠江の三つ伝統的な地域の
コントラスト（東側の伊豆半島や、三島・沼
津地方と、静岡市を中心とする中央と、浜松
市を中心とする西部）とコントラストが明確
で、比較しやすくなるからです。また静岡県
西部に外国人労働者が多く居住しています
ので、経験による意見の違いも明確に把握で
きるからです。同時に、静岡県は政令市から
町村部まで含む都市規模のバランスの良さ
や、産業構造のバランスの良さなどから、日
本の縮図として市場調査の対象となること
が多く最適と判断したわけです。 
 平成 27年 8月と 11 月に二度、本番の CASI
調査に向けたパイロット調査を、WEB 調査の
形式で実施し準備を進め、平成 28 年 1 月 9
日から 3 月 13 日にかけて、静岡県の有権者
2,000名を対象とした CASI調査を実施しまし
た。 
 この調査では 900名弱の対象者から有効回
答が得られましたが、この回答を、「公共圏
における外国人労働者受け入れ政策に関す
る意見」として、平成 28 年 6 月に実施予定
の MP において参加者に提示し、それが熟議
に及ぼす影響を検証することになります。 
 この CASI 調査と同時期に、層化二段無作
為抽出法により静岡県の有権者 10,000 名を
ランダムに選び、その方々を対象に、外国人
労働者受け入れ政策やエネルギー政策など、
日本の将来にとって重要な政策課題に対す
る態度を問う郵送調査を行いました。その目
的は、静岡県の県民全体の平均的な意識を、
熟慮も熟議もない状態で探っておくという
目的で実施しましたが、同時に、平成 28 年
MP の参加者を募集するためにも有効なもの
と考えています。 
特に、MPを行うにあたり重要となりますの

は、参加者の代表性を確保することでありま
すので、この代表性の高い郵送調査への回答
者から MP の参加者を選ぶことは意義が高い
と考えられます。郵送調査に返信のあった約
4,300名から MPへの参加をリクルートするこ
とが可能になりました。 

５．今後の計画 
 平成 28 年度は静岡全県の有権者を対象と
した郵送調査への回答者から参加希望者を
募り、6 月に静岡市で市民討論会を実施しま
す。計画では 300名から 320 名程度が参加す
る大規模なものを予定しています。 
 この市民討論会に、平成 28 年 1 月から 3
月までに実施した静岡県全県での CASI 調査
の結果をお示し、市民討論会を活性化する予
定です。 
 平成 28年 10 月には、再び静岡全県を対象
として、新たに CASI 調査を実施し、市民討
論会の議論の結果をお示しし、「市民熟慮/熟
議反映型世論調査」を完成させる予定です。 
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